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脱炭素・地球温暖化対策本部 重点課題（案） 
（ ） 

R5.4.27長野県 

脱炭素社会の実現に向け 

多様なステークホルダーとの共創 

  地方自らの積極的な行動      を軸に活動を展開 

 

 

国との共創 

○ 国への提言や国と地方の意見交換（環境省と調整中）により地域脱炭素化

を加速 

【論点（案）】 

 温対法に位置付けられた「促進区域」制度の実効性の確保 

 自治体や企業における専門人材の確保や育成支援 

 地域主導の再エネ導入の加速化へ向けた技術支援や財政支援  など 
 
 

経済団体との共創 

○ これまでの経済団体との意見交換を踏まえ、共創を具体化 

（検討内容） 

【経団連】   「地域共創アクションプログラム」の活用 

           ⇒ 新規事業実施や事業拡充を提案 
 

【経済同友会】 脱炭素化に資する専門人材の派遣 
 

国民との共創  

○ 様々なアイデアを持つスタートアップ企業や NPOとの共創を開始 

【セッション（脱炭素・地球温暖化対策）】 

 スタートアップ企業や NPOなどの取組やアイデアの共有 

 
 

地方自らの積極的な行動（率先行動） 

○ 「脱炭素・地球温暖化対策行動宣言（R4.7決議）」を深化 

 各都道府県の先進事例を共有 

 行動宣言の項目拡大を検討 


